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１．はじめに ２．現在のバス事業の状況及び規制緩和がなされた背景 

  

モータリゼーションの進展や過疎化・少子化の進行に

より、バス事業は厳しい経営状況におかれている．しか

し、バスは地域住民、特に自らの交通手段を持たない高

齢者や学童等いわゆる交通弱者にとって必要不可欠な公

共交通機関であり、バス路線の維持・確保は地域住民の

大事な交通手段の確保と直結するとして重要な課題とな

っている。 

 （１）現在のバス事業の状況 

バス事業には、主に路線バス用に使用される乗合バ

ス事業と、主に観光用のバスとして使用される貸切バス

事業に分類される。民営の乗合バス事業者数は年々増加

傾向にあり、事業者数が増加しているにもかかわらず、

年間の輸送人員は平成14 年度では5 年前より述べ7 億

4 千万人減と、大きく減少している。乗合バス事業者数

が増加していること、乗合バスの車両数がほぼ同じ水準

で大きな変化がみられないことなどから、近年のマイカ

ー依存度の上昇などによるバス離れの深刻さがうかがえ

る。これは、九州でも、全国とほぼ同様の傾向が得られ

た（図－1）。３） 

このような中、平成 14 年 2 月の道路運送法改正によ

り、乗合バス事業の規制緩和が実施された。１）その目

的として、バス事業者は一般乗合旅客自動車運送事業お

よび一般常用旅客自動車運送事業について、需給調整規

制を廃止して競争を促進するとともに、輸送の安全や利

用者の利便性の確保に関する処置を講じることにより、

利便性が高く、安全で安心なサービスの提供を図り、事

業の活性化と発展を図ることがある。また、地方自治体

は地域協議会を必要に応じて設置し、生活交通確保のた

めの新たな枠組みを構築することにより地域住民の利便

性の確保を図ることがある。しかし、不採算路線には新

規事業者の参入はなく既存事業者も競争力を上げるため

に撤退を余儀なくされ、市民の日常生活に必要な路線の

維持が困難になると懸念されている。 
それに対して地方自治体は、地域住民の生活交通を確

保するべくこれまで以上に対策をとらなければならなく

なるが、今回の法律が施行されたことで、バス事業者や

地方自治体が生活交通対策を行おうとする際、その生活

交通対策の導入方法及び過程の評価が必要となってくる

と考えられる。２）本研究では、規制緩和後の地方自治

体の生活交通対策への取り組み状況を把握する。そして、

自治体の特徴を示す市町村別主要指標を用いて、規制緩

和がもたらす自治体の生活交通対策への影響を検討する。 
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表－１  県別乗合バス輸送人員の推移（単位：千人） 

図－１ 九州7 県の乗合バス輸送人員及び車両数の推移 
 

 

平成10

年度 

平成11

年度 

平成12

年度 

平成13

年度 

平成14

年度 

福岡 296,662 290,309 295,353 294,469 288,859 

佐賀 13,711 12,524 12,052 11,947 11,321 

長崎 118,378 113,544 109,360 104,726 100,311 

熊本 52,287 49,716 48,135 46,569 44,723 

大分 29,802 28,378 26,546 25,286 23,473 

宮崎 17,545 16,975 15,677 14,967 14,217 

鹿児島 56,166 56,059 55,091 52,397 49,963 

計 584,551 567,505 562,214 550,361 532,867 

 



 また、表－1 の県別の乗合バス輸送人員の推移４）より、

どの県においても輸送人員が減少傾向にあることがわか

る。このように、統計的なデータからも、近年のバス事

業は厳しい環境に置かれていることがうかがえる。 

規制緩和後における民間バス事業者の対応及びそれ

に対する自治体の取り組みについて把握する。 

 d）規制緩和後の地域内交通における役割の方向性・

基本方針 

 行政の介入や民間バス事業者への支援など、自治体

が規制緩和後に実践していることについて把握する。 （２）不採算路線に対する取り組み 

現状では赤字となってしまう不採算路線でも、地域

住民の生活の足として維持する必要がある場合も出てく

る。かつては需給調整規制の下で、黒字路線の利益で赤

字路線の補填をする内部補助が可能であったため、事業

全体で赤字となる事業者に対して、事業者毎に補助金が

交付されていた。しかし、平成 14 年 2 月の道路運送法

改正に先駆け、平成 13 年度から地方バス補助制度が改

定されることとなった。需給調整規制の廃止に伴い、事

業者ごとの補助から赤字路線に対する路線ごとの補助に

変わることとなった。よって、これまでは赤字事業者の

みを対象とした補助だったのが、路線ごとの収支で判断

するため、全体では黒字の事業者でも赤字路線を抱えて

いれば補助の対象となり、方針としては一定規模の輸送

量がある路線よりも広域的、幹線的な路線に重点を置く

こととなった。 

 

（２）アンケート集計結果 

アンケート集計の結果、九州 7 県の全 516 市町村

（平成 15 年 1 月現在）のうち、383 市町村から回答を

得られた。回収率は 74.2％である。ここで、アンケー

ト集計結果を人口規模別で単純集計した。人口は、平成

14 年 3 月 31 日現在の住民基本台帳人口５）を用いた。

以下、表中のカッコ内の数値は対象項目の割合を示す。 
 a）現在の路線バスの運行状況 
結果を表－２、３に示す。民間路線バスの割合は人

口規模が大きくなるにつれて増加しており、人口形態の

違いによる路線網の整備具合がうかがえる。逆に、スク

ールバスの運行割合は人口規模の小さな自治体のほうが

高い割合を示している。 

運行形態は、人口規模の大きい自治体では民間路線

バスと自治体運営の路線バスの両方を持つ割合が高く、

人口規模の小さい自治体では民間路線バスもしくは自治 

このようにして、バス事業の規制緩和はスタートし

た。規制緩和により、バス事業者は事業の活性化と発展

を、自治体は地域住民の確保を図る必要性が増してきた

ことから、自治体は今まで以上により主体的に携わって

いくべきであると考えられる。 

表－２  現在の路線バスの運行状況 

人口  

項目 

5千人

未満 

5千～ 

1万人 

1万～ 

5万人 

5万～ 

10万人 

10万人

以上 
全体(%) 

民間路線 

バス 

52 

(66.7) 

86 

(73.5) 

124 

(79.5) 

15 

(83.3) 

13 

(92.9) 

290 

(75.7) 

公営路線 

バス 

7 

(9.0) 

7 

(6.0) 

7 

(4.5) 

2 

(11.1) 

3 

(21.4) 

26 

(6.8) 

スクール 

バス 

29 

(37.2) 

27 

(23.1) 

31 

(19.9) 

2 

(11.1) 

4 

(28.6) 

93 

(24.3) 

福祉 

バス 

13 

(16.7) 

26 

(22.2) 

42 

(26.9) 

5 

(27.8) 

3 

(21.4) 

89 

(23.2) 

コミュニテ

ィバス 

7 

(9.0) 

17 

(14.5) 

20 

(12.8) 

5 

(27.8) 

4 

(28.6) 

53 

(13.8) 

 

３．乗合バス事業規制緩和に関するアンケート調査 

 

（１）アンケート調査概要 

規制緩和の実施により、地方自治体やバス事業者は、

路線運営や生活交通路線の確保に対する取り組み具合に

ついて、何らかの変化が現れていると考えられる。そこ

で、沖縄県を除く九州 7 県を対象として、乗合バス事

業の規制緩和に関するアンケート調査を行った。このア

ンケート集計結果から、規制緩和後における自治体の生

活交通対策の取り組み実態を把握する。アンケートでは、

次の4項目について質問した。 

※公営バスには長崎県営バスの路線の他、運行委託先が

各自治体以外の分も含む 

表－３  現在の路線バスの運行形態 

 a）現在の路線バスの運行状況 
人口  

形態 

5千人 

未満 

5千～ 

1万人 

1万～ 

5万人 

5万～

10万人 

10万人

以上 

全体 

(%) 

民間路線 

のみ 

25 

(32.1) 

49 

(41.9) 

69 

(44.2) 

6 

(33.3) 

4 

(28.6) 

153 

(40.0) 

民間+自治体 

運営 

27 

(34.6) 

37 

(31.6) 

55 

(35.3) 

9 

(50.0) 

9 

(64.3) 

137 

(35.8) 

自治体運営 

のみ 

16 

(20.5) 

21 

(17.9) 

22 

(14.1) 

3 

(16.7) 

1 

(7.1) 

63 

(16.4) 

運行なしor 

無回答 

10 

(12.8) 

10 

(8.5) 

10 

(6.4) 

0 

(0.0) 

0 

(0.0) 

30 

(7.8) 

各自治体を通る民間路線バス、公営路線バス（県営

を含む）、自治体運営のスクールバス、福祉バス、コミ

ュニティバスについて運行の有無を把握する。 

 b）生活交通確保策の現状 

高齢者や障害者に対するタクシーチケット、バスチ

ケットの配布及び料金負担、遠距離通学への補助を行っ

ているか否かについて把握する。 

 c）規制緩和後のバス事業の変化及びこれに対する自

治体の取り組み 



表－６  規制緩和後のバス事業の変化（路線形態別） 表－４  生活交通確保策の現状 

人口 

項目 

5千人

未満 

5千～ 

1万人 

1万～ 

5万人 

5万～ 

10万人 

10万人

以上 

全体 

(%) 

タクシー 

チケット 

6 

(7.7) 

31 

(26.5) 

58 

(37.2) 

14 

(77.8) 

11 

(78.6) 

120 

(31.3) 

バス 

チケット 

3 

(3.8) 

4 

(3.4) 

5 

(3.2) 

0 

(0.0) 

6 

(42.9) 

18 

(4.7) 

料金負担 

6 

(7.6) 

6 

(5.1) 

6 

(3.8) 

4 

(22.2) 

2 

(14.3) 

24 

(6.3) 

通学補助 

26 

(33.3) 

35 

(29.9) 

29 

(18.6) 

8 

(44.4) 

1 

(7.1) 

99 

(25.9) 

その他 

3 

(3.8) 

4 

(3.4) 

14 

(9.0) 

2 

(11.1) 

4 

(28.6) 

27 

(7.0) 

路線 

形態 

項目 

民間 

路線 

のみ 

民間+ 

自治体

運営 

自治体

運営 

路線 

路線 

なし 

全体 

(%) 

新規参入 

3 

(2.0) 

4 

(2.9) 

1 

(1.6) 

0 

(0.0) 

8 

(2.1) 

路線廃止 

33 

(21.6) 

31 

(22.6) 

16 

(25.4) 

5 

(16.7) 

85 

(22.2) 

路線合理化 

23 

(15.0) 

19 

(13.9) 

7 

(11.1) 

1 

(3.3) 

50 

(13.1) 

撤退 

2 

(1.3) 

7 

(5.1) 

4 

(6.3) 

0 

(0.0) 

13 

(3.4) 

タクシー事業 

参入 

6 

(3.9) 

10 

(7.3) 

3 

(4.8) 

1 

(16.7) 

20 

(5.2) 
表－５  規制緩和後のバス事業の変化（人口規模別） 

表－７  バス事業の変化に対する、自治体の取り組み 
人口 

項目 

5千人

未満 

5千～ 

1万人 

1万～ 

5万人 

5万～ 

10万人 

10万人

以上 

全体 

(%) 

新規参入 

0 

(0.0) 

3 

(2.6) 

4 

(2.6) 

1 

(5.6) 

0 

(0.0) 

8 

(2.1) 

路線廃止 

10 

(12.8) 

20 

(17.1) 

38 

(24.4) 

10 

(55.6) 

7 

(50.0) 

85 

(22.2) 

路線合理化 

8 

(10.3) 

11 

(9.4) 

22 

(14.1) 

5 

(27.8) 

4 

(28.6) 

50 

(13.1) 

撤退 

1 

(1.3) 

5 

(4.3) 

6 

(3.8) 

1 

(5.6) 

0 

(0.0) 

13 

(3.4) 

タクシー 

事業参入 

2 

(2.6) 

8 

(6.8) 

7 

(4.5) 

0 

(0.0) 

3 

(21.4) 

20 

(5.2) 

自治体としての取り組み事項 件数 

バス会社への経営支援 106 

関係機関の話し合いの場の設置 87 

代替交通機関導入検討または導入 56 

バスルートの改善・変更 47 

利用者（住民）の意識調査（ニーズ調査等） 35 

バス停の整備、位置の変更 31 

住民との話し合いの場の設置 18 

都市計画、まちづくりから見たバス交通の検討 17 

路線マップの作成や掲示、配布等 7 

バス料金の改定 6 
体運営路線単独の形態となっている割合が高かった。ま

た、30 の自治体からは“路線バス運行なし”の回答を

得た。 
表－８  規制緩和後の地域内交通への役割の 

方向性・基本方針（人口規模別） 
 b）生活交通確保策の現状 

人口 

項目 

5千人

未満 

5千～ 

1万人 

1万～ 

5万人 

5万～ 

10万人 

10万人

以上 

全体 

 (%) 

積極的な 

行政の介入 

18 

(23.1) 

34 

(29.1) 

41 

(26.3) 

11 

(61.1) 

6 

(42.9) 

110 

(28.7) 

事業者への 

支援・連携 

31 

(39.7) 

47 

(40.2) 

64 

(41.0) 

9 

(50.0) 

7 

(50.0) 

158 

(41.3) 

総合的・体

系的な対策 

12 

(15.4) 

17 

(14.5) 

24 

(15.4) 

10 

(55.6) 

8 

(57.1) 

71 

(18.5) 

新交通シス

テムの実践 

6 

(7.7) 

7 

(6.0) 

24 

(15.4) 

10 

(55.6) 

2 

(14.3) 

49 

(12.8) 

結果を表－４に示す。学生への通学補助を除けば、

比較的人口規模の大きな自治体のほうが金銭面で生活交

通確保策をよく実施している通学補助の結果は、a）で

のスクールバスの運行状況に対応した結果となった。 

 c）規制緩和後のバス事業の変化及びこれに対する自

治体の取り組み 

結果を表－５、６に示す。バス事業者やタクシー事

業者などの民間事業の新規参入以上に、現有路線の廃止

や合理化が進められている。その実施状況は人口規模の

大きな自治体で多く、民間路線バスが走る自治体では路

線合理化が、自治体運営の路線バスが走る自治体では路

線の廃止の割合が高い。また、自治体として取り組んで

きた事柄は表－７に示すとおり、自治体が事業者と協力

して行われる取り組み事項が多い。 

 
 
 
連携をとっている自治体が半数を超え、自治体運営の路

線バスが走る自治体では総合的・体系的な交通対策を実

施する割合が他より高い。 d）規制緩和後の地域内交通における役割の方向性・基

本方針 民間バス事業者への支援や連携については路線維持のた

めの補助金交付が最も多く、特に人口規模の小さい自治

体では、生活交通路線の維持は欠かせないと考えられる

路線の維持を行う割合が高い。 

結果を表－８、９に示す。5～10 万人規模の、いわゆる

ベッドタウンとされている自治体での実施割合が高い。

また、民間路線バスが走る自治体では事業者への支援・ 



表－９  規制緩和後の地域内交通への役割の 

方向性・基本方針（路線形態別） 

路線 

形態 

項目 

民間 

路線 

のみ 

民間+ 

自治体

運営 

自治体

運営 

路線 

路線 

なし 

全体 

(%) 

積極的な 

行政の介入 

43 

(28.1) 

50 

(36.5) 

15 

(23.8) 

2 

(6.7) 

110 

(28.7) 

事業者への 

支援・連携 

82 

(53.6) 

64 

(46.7) 

10 

(15.8) 

2 

(6.7) 

158 

(41.3) 

総合的・体系

的な交通対策 

24 

(15.7) 

28 

(20.4) 

17 

(27.0) 

2 

(6.7) 

71 

(18.5) 

新たな交通シ

ステムの実践 

19 

(12.4) 

20 

(14.6) 

8 

(12.7) 

2 

(6.7) 

49 

(12.8) 

（３）まとめ 

アンケート集計結果から明らかとなったバス事業の

現状をまとめると、以下の通りとなる。 

① 民間路線バスの運行率は人口規模が大きくなるにつ

れて増加し、スクールバスの運行率は人口規模が小さく

なるにつれて増加している。 

② 高齢者・障害者への負担は人口規模の大きな自治体

で、通学補助は人口規模の小さな自治体での実施割合が

高い。 

③ 事業者の新規参入よりも、路線の廃止や合理化を行

う自治体のほうが多い。特に、人口規模の大きい自治体

では路線の廃止や合理化の割合が高く、路線形態に民間

路線バスが含まれる自治体では路線合理化が、自治体運

営の路線バスが含まれる自治体では路線の廃止の割合が

高い。 
④ 規制緩和後の自治体の取り組みでは利用者向けへ行

われる取り組み事項よりも、バス会社への経営支援や関

係機関の話し合いの場の設置など、自治体と事業者で協

力して行われる取り組み事項が多い。 

⑤ 規制緩和後の自治体の方向性や基本方針に関しても、

民間事業者への支援・連携が最も多く、行政の介入や総

合的な交通対策など、自治体が実施している地域内交通

への役割の方向性や基本方針は比較的大きな自治体での

取り組みが多い。 

 

４．事業変化のあった自治体の特徴 

 

アンケート集計結果より、規制緩和後のバス事業に

変化のあった自治体は、全体の約 34％にあたる 130 自

治体にのぼる。この 130 自治体の特徴を、市町村別主

要指標を用いて人口と運輸の面から考えると、以下のよ

うになる。 
 a）人口 

人口の少ない自治体では人口密度が低く、年齢が65

歳以上の人口の割合が高く、転出人口が転入人口を上回

っている自治体が多い。一方で、人口の多い自治体では

人口密度、単身世帯比、昼夜間人口比がともに高い割合

を示しているところが多い。つまり、人口の多い自治体

では都市をめぐる路線網の整備が、人口の少ない自治体

では地方を走る赤字路線の統廃合が主な目的になると考

えられる。 

b）運輸 

人口が少ない自治体ほど、世帯あたりの乗用車保有

台数が高い。つまり、バスなどの公共交通機関よりも乗

用車の使用頻度が高い自治体での路線の統廃合が行われ

たと考えられる。 

アンケート集計結果では、バス事業の変化がみられ

たと回答した自治体は130であったが、この130の自治体

以外で、a）、b）の条件に当てはまる自治体は多数存在

する。また、需給調整規制の撤廃に伴い路線の退出が自

由となったことからも、今後も路線の統廃合は進むもの

と思われる。 

 

５．終わりに 

 

今回のアンケート集計ではバス事業の規制緩和後の取

り組み事項を中心に、九州のバス事業の現状を述べた。

冒頭でも述べたが、バス路線の維持・確保は地域住民の

大事な交通手段の確保と直結する点からも非常に重要な

課題である。規制緩和の実施によって路線の退出が自由

となり、生活交通確保のための路線維持はますます欠か

せない。しかしながら、赤字路線の欠損額補助といった

民間事業者への支援・連携を行って生活交通路線を確

保・維持する自治体が多い中、コミュニティバスの導入

などで成功を収めている自治体も存在する。今後は、ア

ンケートで得られたデータを参考に、各自治体に最適な

生活交通対策の導入方法や導入過程の評価などを実際に

行うとともに、市町村合併による生活交通対策の最善策

を構築していくことが課題となる。 
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